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６種類の市販の生分解性プラスチックフィルムについて夏期（５月～10月）と冬期（12月～４月）にフィールド

テストを実施し，土壌中（畑地）における分解性を評価した。その結果，生分解プラスチックの種類によって全く

分解速度が異なることがわかった。また，同一種類の生分解性プラスチックであっても気候や気象条件により分解

性に大きな差異が見られた。

１． 緒 言

生分解性プラスチックは，微生物により最終的には水・

二酸化炭素・メタンガスなどに分解される環境に優しいプ

ラスチックである。生分解性プラスチックについては，国

内外の樹脂メーカーにおいて微生物産生系，化学合成系，

天然物利用系それぞれの製品開発が行われ，実用化が進め

られている。

生分解性評価の方法についても，いくつかの試験方法が

ISO並びにJIS規格として制定されてる 。これら生分解度１～３）

の評価方法は，活性汚泥中での酸素消費量や二酸化炭素発

生量を測定したり，コンポスト過程での二酸化炭素発生量

を測定して試料の分解度を評価するものである。その中で

も活性汚泥による好気的生分解度試験は，自然環境下での

生分解挙動を比較的よく再現するとされているが，生分解

性プラスチックを実際に使用し廃棄する際，地域の土壌特

性，気候，気象などにより分解性が大きく異なる場合が多

く，フィールドテストによって地域や気候による分解性を

知ることが重要である。

生分解性プラスチックの分解性に及ぼす自然環境の影響

を調べることは，生分解性プラスチックの実用化において

必要となる用途や地域に応じた材料の選択や廃棄方法につ

いて，有用な知見を与えるものと考えられる。この問題に

対する取り組みとして，工業技術連絡会議高分子分科会に

おいて全国的な生分解性プラスチックのフィールドテスト

が行われ，当センターもこれに参加した 。４）

本研究では，６種類の生分解性プラスチックフィルムに

ついて農業用マルチフィルムへの利用を想定し，畑地埋設

での分解性挙動を調べた。また夏季と冬季における分解性

の差異ついても調査を行った。

環境保健センター， 化学・環境部＊ ＊＊

２． 実験方法

２．１ 材料

フィルム試験片は農業用マルチフィルムへの利用を想定

し，厚さ20～100μmのフィルムを試験片とした。試験片が

薄く分解後に断片化し，サンプリング（掘り出し）が困難

になることが予想されるので，家庭台所で使用する三角コ

ーナー用水切りネット（ポリエチレン製）を用意し，その

中に各種類ごとに試験片 n=3 を並べた上で そのまま埋（ ） ，

設，サンプリングなどを行った。確認用タグは，ポリエチ

レン製水糸で同ネットに取り付けた。６種類の材料の性質

を表１に示す。

２．２ 埋設

フィルム試験片は畑地に埋設した。畑地は鹿児島県農業

試験場本場（鹿児島市上福元町5500）の甘藷が栽培されて

いる場所である。横に平畝を作り，生分解性プラスチック

フィルム各種類毎，３枚を一組とし，ポリエチレン製ネッ

トに包み地表から深さ５cmに埋設した。図１に埋設前のサ

ンプルを示す。サンプリング間隔は各期それぞれ１，２，

３，３，３，４，４週間間隔で計７回，最長20週間に渡り

埋設を行った。時期は季節の影響を調べるために夏期（平

成11年５月27日埋設開始）と冬期（平成11年12月２日埋設

開始）の２回実施した。

埋設期間番号 0,1～7

（ ）ネット袋に入れタグを付ける

図１ 畑地埋設試験片
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表１ 試験材料

記号 メーカー ／商品名 素材 フィルム厚さ

ＢＧ 三菱ガス化学 ポリ-β-ヒドロキシ酪酸（ＰＨＢ）

ビオグリーン 100μｍ

Ｍ 日本合成化学工業 でんぷん／ＰＣＬポリマーアロイ

マタービー(ZF03U/A) 20μｍ

Ｌ２ 三井化学 ポリ乳酸（ＰＬＡ）

レイシア 25μｍ

Ｂ 昭和高分子・昭和電工㈱ ポリブチレンサクシネートアジペート

ビオノーレ（#3001） （ＰＢＳＡ） 20μｍ

Ｃ ダイセル化学工業㈱ ポリカプロラクトン（ＰＣＬ）

セルグリーン(PHB02) 20μｍ

Ｕ 三菱ガス化学 ポリエステルカーボネート

ユーペック 20μｍ

２．３ 分解性評価

２．３．１ 外観及び微構造観察

試験片の形状変化や変色は外観観察で行い，状態を記録

し 写真を撮影した また 走査型電子顕微鏡(JSM840 日， 。 ， ，

本電子製)を用い 土壌埋設０週間 16週間後のサンプルの， ，

表面の微構造の観察を行った。

２．３．２ 質量の変化

サンプリングしたフィルム試験片は，穏やかに水洗し付

着した土壌を落とした後，23±2℃，相対湿度50±5％で48

時間以上状態調節をして試験に供した。試験片質量をmg単

位で測定し 試験片の質量保持率を式(1)により求め また， ，

３本の平均から平均質量保持率を求めた。

質量保持率(％)=(W1/W2)×100・・・・・(1)

W1：埋設前の試験片の質量

W2：埋設後の試験片の質量

２．３．３ 引張試験

JIS K7127に準じ，材料強度試験機(AGS-5kNB，島津製作

所製)を用いて荷重ひずみ曲線を記録して破断時の荷重から

引張強さと破断伸びを測定した。また，質量保持率と同様

に引張強さ保持率と破断伸び保持率を求めた。引張強さは

式(2)から，破断伸びは式(3)から求めた。測定条件は表２

のとおりである。

引張強さ=P/A=P/(t×w)・・・・・(2)

ここで引張強さ：[N/mm ]2

P：試験片の破断時の荷重[N]

A：試験片の最小断面積[mm ]2

t：試験片の厚さ[mm]

w：試験片の中央部の幅[mm]

破断伸び(%)={(L -L )/L }×100・・・・・(3)2 1 1

ここでL ：開始時のチャック間距離1

L ：試験片破断時のチャック間距離2

表２ チャック間距離と引張速度

試料 チャック間距離(mm) 引張速度(mm/min)

ＢＧ 50 5

Ｍ 50 50

Ｌ２ 50 5

Ｂ 50 50

Ｃ 40 50

50 50Ｕ

３． 結果及び考察

３．１ 埋設環境，外観及び微構造の観察

表３，４に埋設期間中の埋設地の月間平均気温，降水量

を示す。冬期は夏期に比べ平均気温が10～15℃も低く，降

水量も少なく土壌も乾燥状態にあることが多い。土壌中の

微生物数や微生物叢も大きく異なると考えられる。なお，

土壌のｐＨは5.7～6.0であった。

表５に夏期の埋設試料の外観を，図２に16週間埋設後の

残存した試料の電顕写真を示す。

３．２ 質量の変化

図３に夏期，図４に冬期における各種生分解性プラスチ

ックの質量保持率を示した。夏期の埋設試験では試料Ｍ，

Ｂ，Ｃは20週間で質量の80％以上が分解消失し，試料ＢＧ

は60％程度の質量減少が見られたが，試料Ｌ２とＵについ

てはこの期間でほとんど質量に変化がみられなかった。一

方，冬期については試料Ｍで20週間の埋設で30％程度の質

量減少が見られるが，他の試料の質量の変化はわずかであ

った。

40 鹿児島県工業技術センター研究報告 No14(2000)



表３ 夏期(５月～10月）埋設環境 表４ 冬期（12月～４月）埋設環境

年月 平均 降水量 サンプリング 年月 平均 降水量 サンプリング
気温(℃) (mm) 月日 気温(℃) (mm) 月日

H11年５月 19.8 294.5 5/27（埋設） H11年12月 9.1 27.5 12/ 2（埋設）
６月 23.6 623.5 6/ 3（１週目） 12/ 9（１週目）

6/17（３週目） 12/22（３週目）
７月 27.4 299.5 7/ 9（６週目） H12年１月 9.4 69 1/13（６週目）

7/30（９週目） ２月 6.6 31.5 2/ 2（９週目）
８月 27.2 530 8/18（12週目） 2/24（12週目）
９月 26.7 295.5 9/16（16週目） ３月 11.9 119 3/23（16週目）
10月 21.8 27 10/14（20週目） ４月 15.6 164.5 4/20（20週目）

表５ 夏期(５月～10月）埋設試料の外観

埋設 ＢＧ Ｍ Ｌ２ Ｂ Ｃ Ｕ
期間
１週 変化なし 変化なし 変化なし 変化なし 変化なし 変化なし
３週 ほとんど変化なし 多数の穴あき。見 ほとんど変化なし 多数の穴あき 多数の穴あき ほとんど変化なし

た目最も分解
６週 かなり分解が進ん 原形をとどめてい ほとんど変化なし かなり分解が進ん かなり分解が進ん ほとんど変化なし

でいる ない でいる でいる
９週 かなり分解が進ん 原形をとどめてい ほとんど変化なし 原形をとどめてい 原形をとどめてい あまり変化なし

でいる ない ない ない 小さな穴あり
12週 かなり分解は進行 原形をとどめてお ほとんど変化なし 原形をとどめてお 原形をとどめてお あまり変化なし

原形はある らず，残骸に近い （ややしわ発生） らず，残骸に近い らず，残骸に近い 小さな穴あり
16週 かなり分解は進行 残骸がわずかにあ しわになっていた 残骸がわずかにあ 残骸がわずかにあ 小さな穴が多数

原形はある る る る
20週 かなり分解は進行 残骸がわずかにあ しわになっていた 残骸がわずかにあ 残骸がわずかにあ 小さな穴が多数

原形はある る る る

試料ＢＧ 試料Ｍ 試料Ｌ２

試料Ｂ 試料Ｃ 試料Ｕ

図２ 夏期埋設16週目のフィルムＳＥＭ像
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図３ 質量保持率（夏期）

図５ 引張強さ保持率（夏期）

図７ 破断伸び保持率（夏期）
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図４ 質量保持率（冬期）

図６ 引張強さ保持率（冬期）

図８ 破断伸び保持率（冬期）
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３．３ 引張試験

埋設後の試料の引張試験の結果を図５～８に示す。引張

試験は，崩壊が軽度で試験片の形状が残っているものにつ

いて行った。崩壊が進み引張試験が不可能なものは，引張

， 。 ，強さ 破断伸びを０としてプロットした 夏期の埋設では

埋設６週間以降でも試験片が残り，引張試験が可能であっ

たものは試料Ｌ２とＵのみで，その他の試料は崩壊が進み

引張試験が不可能であった。一方，冬期の埋設では最終20

週目の試料ＭとＢ以外は全ての試料で引張試験が可能な試

験片形状が残っていた。

夏期において試料ＢＧ，Ｍ，Ｂ，Ｃは，埋設３週間以内

に引張強さが，埋設前の50％以下に低下し，崩壊が早い。

試料Ｕは埋設中の質量変化は小さいが，引張強さは６週間

で埋設前の40％以下に低下し，崩壊が進行していることが

わかる。試料Ｌ２については，質量変化と同様に引張強さ

の変化も小さく，土壌中での分解は極めて遅いと考えられ

る。工業技術連絡会議高分子分科会の全国19機関でのフィ

ールドテストにおいても，これとほぼ同様の傾向が得られ

ている。

４． 結 言

６種類の生分解性プラスチックフィルムの土壌埋設によ

る生分解性試験を行った。その結果，次のことが明らかに

なった。

(1) ＰＣＬ，ＰＢＳＡから成る生分解性プラスチック（試

料Ｍ，Ｂ，Ｃ）は，土壌中での崩壊が早く，夏期には６

～９週間で断片化する。

(2) （ ） ，ＰＬＡから成る生分解性プラスチック 試料Ｌ２ は

土壌中での崩壊が極めて遅い。

(3) 同一地点であっても夏期と冬期では，土壌埋設での崩

壊性が大きく異なり，冬期の生分解性プラスチックの崩

壊は緩慢となる。
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